
   

( 別記)   

令和 5 年度鶴岡市農業振興協議会水田収益力強化ビジョ ン 

 

１  地域の作物作付の現状、 地域が抱える課題 

 

 本市は、 水田面積に占める主食用米面積の割合が 57％で、 転作作物と し ては備蓄米を含む非主食用

米、 大豆、 枝豆、 そばが多く 、 転作面積の約 70％を占めている。 全国的な主食用米の需要量の減少か

ら 、 こ れまで以上の転作面積の拡大が必要と なっ ている。  

 主な転作作物の大豆、 枝豆、 そばについては、 近年のゲリ ラ 豪雨や長雨などによる湿害や連作障害

により 、 品質・ 収量の低下がみら れ、 安定生産に向けた取組の拡大が必要と なっ ている。  

一方で、 高齢化等による農家戸数の減少により 不作付地の拡大が懸念さ れる こ と から 、 既存の機械

や施設を有効活用でき る非主食用米を含めた転作作物への転換を促進するこ と で、 米の主産地と し て

水田機能の維持を 図る必要がある。  

 

 

２  高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等によ る収益力強化に向けた産地と

し ての取組方針・ 目標 

 

本市は、 経営耕地面積に対する水田の割合が約９ 割を占める国内有数の穀倉地帯である。 当地域は

水田農業に適し た気候条件であるこ と から 、 水稲を主と する営農形態が定着し ており 、 水田をフ ル活

用し た作物の作付けに取り 組む。  

基本的な転換方針と し ては、 産地交付金や水田の汎用化等の基盤整備事業を 有効に活用し ながら 、

収益性の高い園芸作物への転換を推進する。 し かし ながら 、 園芸作物の作付けには、 労働力の確保や

施設・ 機械への投資が必要になるこ と から 、 短期間での大幅な転換は難し いため、 当面は、 既存の機

械や設備を有効利用でき る非主食用米や大豆、 そばへの転換を推進する。  

非主食用米等は主食用米より も 収益性が低いこ と から 、 ほ場の大区画化やスマート 農業技術の導入

なども 推進し 、 生産コ スト を低減するこ と で収益力の向上を図る。 非主食用米においては、 今後新た

な需要が見込まれる新市場開拓用米をはじ め、 加工用米や備蓄米の価格動向を見据えながら 、 農業所

得が最大化さ れる組み合わせと なるよう 誘導する。  

一方、 園芸作物については、 地域特性を 活かせる品目を選定し 、 団地化や機械・ 施設の導入、 集出

荷体制の整備を支援するこ と で、 生産拡大と 産地化を図り 、 産出額 200 億円を 目指す。  

また、 本市は日本で最初のユネスコ 食文化創造都市であり 、 その強みを生かし 、 農産物のブラ ンド

力強化と 情報発信により 、 農産物の付加価値の向上を図る。  

 

３  畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地と し ての取組方針・ 目標 

 

当地域は水田農業に適し た気候条件であるこ と から 、 水稲を主と する営農形態が定着し ており 、 水

田を フ ル活用し た作物の作付けに取り 組むこ と と し 、市内の約 15, 000ha の水田については、非主食用

米を 含めた水稲作付面積約 11, 400ha を維持する。  



   

農家戸数の減少により 経営体当たり の経営面積が増加し ているこ と から 、 比較的作業時間の少ない

大豆を 取り 入れた水稲と の団地輪作体系の取組拡大を目指す。 水田の利用状況については、 畑作物の

みを 生産し 続け、今後も 水稲を 作付けする見込みがない水田について点検を行っ たと こ ろ 、約 1,500ha

が該当する可能性があるこ と が判明し た。 対応と し て地域の実情に応じ た輪作体系を検討すると と も

に、 畑地化支援の活用を促す。  

 

４  作物ごと の取組方針等 

 

（ １ ） 主食用米 

山形県農業再生協議会から 示さ れる「 生産の目安」 を 基本と し て生産すると と も に、 需要を 意

識し た米づく り と ブラ ンド 化の推進を図り 、 主食用米の主産地と し ての地位を確保する。  

具体的には、 有機栽培水稲、 特別栽培水稲については、 主食用水稲の 45%を目指し て作付けの

推進を図ると と も に、 環境保全型農業を軸と し た鶴岡産農産物ブラ ンド の確立を 図るため、 生産

販売の推進方策等について検討を進める。  

県オリ ジナル品種である「 つや姫」「 雪若丸」 については、 県や関係機関と 協調し た取組みによ

り 、 さ ら なるブラ ンド 化と 作付面積の拡大を進める。  

また、 中食・ 外食ニーズに対応するため、 農地集積や直播の拡大・ スマート 農業技術の導入等

によ る低コ スト 化を図り ながら 一定の品質を確保し た米の安定生産を進めると と も に、 需要者と

の事前契約の拡大を推進する。  

 

 

（ ２ ） 備蓄米 

県別優先枠を基本に主体的に取組み、 安定供給産地と し ての役割を果たす。  

 

 

（ ３ ） 非主食用米 

ア 飼料用米 

実需者と 連携し 、 計画的な生産・ 販売を進めるため、 生産性を 向上さ せる取組みや複数年契約

を推進し 、 安定生産を 図る。  

また、 飼料用米を出荷し た副産物である稲わら を活用し た耕畜連携の取組みを支援するこ と に

より 耕種農家と 畜産農家の連携を強化し 、 継続的で安定的な稲わら 利用を 推進する。  

 

イ  米粉用米 

 グルテンフ リ ーなど、 米粉の優位性から 需要を発掘し 、 取組拡大を図る。  

 

 ウ 新市場開拓用米 

集出荷業者と 輸出代行業者等の連携を 強化し 、 東アジアなど新たなマーケッ ト と し て有望な需

要を 発掘するこ と により 、 取組拡大を図る。  

 



   

エ WCS用稲  

コ ント ラ ク タ ー組織（ 飼料生産受託組織） による生産や、 耕種農家と 畜産農家が協力し て行う

耕畜連携の取組みを支援するこ と により 、 継続的で安定的な生産を推進する。  

 

オ 加工用米 

食品メ ーカ ーや酒蔵事業者等の実需者から 信頼さ れる高位安定生産と 複数年契約を推進する。  

 

 

（ ４ ） 麦、 大豆、 飼料作物 

 

ア 麦 

  主食用米の代替と し てパンや中華麺などの加工品など一定の需要が見込まれるこ と から 、 栽培    

 技術の確立及び需要に応じ た生産を 図る。  

 

イ  大豆 

 実需者ニーズに応じ た品種の生産拡大を図る。  

 また、 低コ スト 生産に向けた作業の効率化や隣接ほ場から の浸透水による湿害軽減を 図るため 

団地化を推進すると と も に連作障害の解消に向けた輪作の取組みを進める。  

 

ウ 飼料作物 

耕種農家と 畜産農家が協力し て行う 耕畜連携の取組みを支援するこ と により 、 継続的で安定的

な生産を推進する。  

 

 

（ ５ ） そば・ なたね 

 

 ア そば 

明渠・ 暗渠の設置や条播技術の導入により 排水対策を 進め、 高品質・ 高収量生産を図り 、 市場

や消費者等から の信頼を確立し 、 地産地消及び産地形成を 推進する。  

 

イ  なたね 

  取組なし  

 

 

 （ ６ ） 地力増進作物 

     戦略作物又は高収益作物への転換を促進するにあたり 、 土壌排水性の改善や保肥力の増大、 根

粒菌の窒素固定による土壌の肥沃化を 目的と し て地力増進作物を活用する。  

また、 活用目的に応じ て、 ク ローバー、 ソ ルガム、 レ ンゲ、 えんばく 、 ヘアリ ーベッ チ、 ひま

わり 、 ク ロタ ラ リ ア等の中から 適切な作物を選択し 、 効果の増大を 図る。  



   

 

（ ７ ） 高収益作物 

ア 枝豆 

高齢化等による生産面積の減少が懸念さ れるこ と から 、 共選施設の効率的な稼働により 生産性

上を 図ると と も に、 補助事業等を活用し 機械化体系の推進を図り 生産面積の拡大を 図る。  

また、 農薬飛散対策と し て団地化を推進すると と も に、 販路拡大に向けたブラ ン ド 戦略の構築

を図る。  

 

イ  ねぎ 

排水対策を推進し 品質・ 収量の安定化を図ると と も に、 春ねぎから 冬場に収穫最盛期を迎える

市場ニーズの高い軟白ねぎまで周年による作型を拡大し 、 産地形成の推進を図る。  

また、 補助事業等を活用し 機械化体系の推進、 パイ プハウスの整備を図ると と も に、 共選集荷

によ り 生産し やすい環境を整備し 生産面積の拡大を図る。  

 

ウ ト マト  

土壌分析や適切な施肥の実施による土づく り を進める。  

施設栽培においては、遮光資材の導入による高温対策によ り 、品質・ 収量の安定化を図る。また、

自動換気システム等の I CT 技術の導入によ り 省力化を図り 、 生産面積の拡大を 図る。   

 

エ きゅ う り  

生食用のほか漬物などの加工用と し て一定の需要が見込まれるこ と から 、 露地栽培及び施設

栽培において品質・ 収量の安定化を図る。 施設栽培においては、 2 期作による出荷期間の延長や

自動換気システム等の I CT 技術の導入により 省力化を図り 、 生産面積の拡大を 図る。  

 

オ アスパラ ガス 

排水対策や収穫後の防除対策を 徹底し 、 品質・ 収量の安定化を 図ると と も にコ ン テナ出荷によ

る選別・ 包装作業の省力化により 新規に生産し やすい環境を整備し 、 生産面積の拡大を図る。  

現在の主力である中山間地から 平野部へ生産を 拡大するこ と により 、 長期リ レー出荷による有

利販売を目指す。  

 

カ  ニラ  

鳥獣被害がない品目であるこ と から 中山間地での振興を図ると と も に、 食品会社向けの需要が

ある こ と から 、 コ ンテナ出荷による作業の省力化により 生産し やすい環境を整備し 、 平野部での

低コ スト 導入品目と し て生産面積の拡大を図る。  

 

キ 花き （ ト ルコ ギキョ ウ、 アルスト ロメ リ ア、 スト ッ ク 、 き く 、 ひまわり 、 フ リ ージア）  

補助事業を活用し パイ プハウスや機械、 暖房機等を整備し 周年栽培による花き の生産拡大を 図

る。  

 



   

ク  赤かぶ 

伝統野菜と し て地元企業から の需要が高いこ と や鳥獣被害が少ない品目であるこ と から 、 排水

対策の推進や雑草・ 病害虫対策、連作障害回避等を講じ ながら 中山間地での振興を図ると と も に、

平野部での低コ スト 導入品目と し て生産面積の拡大を 図る。 また、 枝豆と の二毛作の取組みの拡

大も 図る。  

 

ケ キャ ベツ 

排水対策や高温対策の徹底による品質・ 収量の安定化を図り 、 業務用・ 加工用の実需者と の結

びつき を強化すると と も に、 出荷規格の簡素化による労働力と 出荷経費の軽減を 進め、 生産面積

の拡大を図る。 また、 枝豆と の二毛作の取組みの拡大も 図る。  

 

コ  山菜（ わら び、 ぜんまい、 行者にんにく 、 う るい）  

収穫後の除草対策を徹底し 品質・ 収量の安定化を図ると と も に、 近年では加工用と し て国産需

要が高まっ ているこ と から 、 中山間地での低コ スト 導入品目と し て産地形成を図る。  

  

サ さ やいんげん 

育苗パイ プハウス等の有効活用を図ると と も に、今までの主力であっ たつる無し 品種に加えて、

より 収量の高いつる有品種の導入を進め、 生産面積の拡大を図る。  

 

シ なす 

地元企業による加工用と し ての需要が高いこ と から 、 販売価格が安定し た品目と し て生産面積

の拡大を図る。  

 

ス さ と いも  

降雨による湿害に強い品目であるこ と から 、 平野部から 中山間地まで広域にわたり 生産拡大を

図る 。  

また、 鳥獣被害が少ない品目でも あるため、 猿被害の多い地域においても 生産面積の拡大を 図

る。  

   

  セ ミ ョ ウガ 

一般的には条件不利地と なる日陰のほ場が適地と なるこ と 、 また、 定植後３ 年目から 毎年収

穫が可能と なる ため安定的に収入を 確保でき るこ と から 、 中山間地を 中心と し て生産面積の拡

大を図る。  

 

 

５  作物ごと の作付予定面積等 ～ ８  産地交付金の活用方法の明細  

別紙のと おり  



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

う ち
二毛作

う ち
二毛作

う ち
二毛作

8829. 7 0. 0 8782. 7 0. 0 8782. 7 0. 0

1040. 9 0. 0 1040. 9 0. 0 1040. 9 0. 0

633. 9 0. 0 822. 9 0. 0 822. 9 0. 0

8. 5 0. 0 11. 1 0. 0 11. 1 0. 0

133. 6 0. 0 139. 3 0. 0 139. 3 0. 0

35. 8 0. 0 39. 4 0. 0 39. 4 0. 0

712. 8 0. 0 563. 7 0. 0 563. 7 0. 0

4. 1 0. 0 9. 3 0. 0 9. 3 0. 0

948. 6 0. 0 979. 0 0. 0 979. 0 0. 0

23. 0 0. 0 24. 0 0. 0 24. 0 0. 0

・ 子実用と う も ろ こ し 0. 6 0. 0 1. 0 0. 0 1. 0 0. 0

569. 1 0. 0 573. 0 0. 0 573. 0 0. 0

0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0

16. 0 0. 0 17. 0 0. 0 17. 0 0. 0

1541. 0 18. 6 1493. 3 19. 3 1493. 3 19. 3

・ 野菜 899. 8 17. 9 924. 6 18. 6 924. 6 18. 6

　 ・ 枝豆 588. 6 0. 0 603. 0 0. 0 603. 0 0. 0

　 ・ ねぎ 27. 2 0. 0 28. 0 0. 0 28. 0 0. 0

　 ・ ト マト 10. 6 0. 1 11. 0 0. 1 11. 0 0. 1

　 ・ き ゅ う り 6. 5 0. 0 7. 0 0. 0 7. 0 0. 0

　 ・ アスパラ ガス 15. 6 0. 0 16. 0 0. 0 16. 0 0. 0

　 ・ ニラ 2. 6 0. 0 3. 0 0. 0 3. 0 0. 0

　 ・ 赤かぶ 23. 4 13. 0 25. 6 13. 6 25. 6 13. 6

　 ・ キャ ベツ 7. 6 4. 8 7. 8 4. 9 7. 8 4. 9

　 ・ わら び 120. 8 0. 0 123. 9 0. 0 123. 9 0. 0

　 ・ ぜんまい 18. 8 0. 0 19. 4 0. 0 19. 4 0. 0

　 ・ 行者ニンニク 27. 6 0. 0 28. 3 0. 0 28. 3 0. 0

　 ・ う るい 6. 7 0. 0 6. 9 0. 0 6. 9 0. 0

　 ・ さ やいんげん 1. 5 0. 0 1. 5 0. 0 1. 5 0. 0

　 ・ なす 18. 4 0. 0 18. 7 0. 0 18. 7 0. 0

　 ・ さ と いも 5. 5 0. 0 5. 8 0. 0 5. 8 0. 0

　 ・ ミ ョ ウガ 18. 4 0. 0 18. 7 0. 0 18. 7 0. 0

・ 花き ・ 花木 16. 7 0. 7 17. 1 0. 7 17. 1 0. 7

　 ・ アルスト ロメ リ ア 2. 0 0. 0 2. 0 0. 0 2. 0 0. 0

　 ・ き く 8. 7 0. 0 9. 0 0. 0 9. 0 0. 0

　 ・ スト ッ ク 1. 5 0. 1 1. 5 0. 1 1. 5 0. 1

　 ・ ト ルコ ぎき ょ う 2. 2 0. 2 2. 3 0. 2 2. 3 0. 2

　 ・ フ リ ージア 0. 8 0. 4 0. 8 0. 4 0. 8 0. 4

　 ・ ひまわり 1. 5 0. 0 1. 5 0. 0 1. 5 0. 0

・ 果樹 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0

・ その他の高収益作物 624. 5 0. 0 551. 6 0. 0 551. 6 0. 0

0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0

0. 0 0. 0 1. 0 0. 0 1. 0 0. 0

麦

作物等
前年度作付面積等

当年度の
作付予定面積等

令和５ 年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物



1

枝豆、 ねぎ、 ト マト 、 き ゅ
う り 、 アスパラ ガス、 ニ
ラ 、 花き （ ト ルコ ギキョ
ウ、 アルスト ロメ リ ア、 ス
ト ッ ク 、 き く 、 ひまわり 、
フ リ ージア） 、 赤かぶ、
キャ ベツ、 山菜（ わら び、
ぜんまい、 行者にんにく 、
う るい） 、 さ やいんげん、
なす、 さ と いも 、 ミ ョ ウガ

園芸作物助成 作付面積（ ha） （ 令和4年度） 728. 7 （ 令和5年度） 810. 0

排水対策取組面（ ha）
（ 基本助成） （ 令和4年度） 533. 9 （ 令和5年度） 540. 0

排水対策取組面（ ha）
（ 加算助成） （ 令和4年度） 354. 7 （ 令和5年度） 220. 0

団地面積（ ha） （ 令和4年度） 712. 1 （ 令和5年度） 732. 0

作付面積に占める 団地割
合（ ％） （ 令和4年度） 75. 9 （ 令和5年度） 77. 0

10a当たり の収量
( kg/10a) （ 令和4年度） 0. 0 （ 令和5年度） 180. 0

輪作取組面積（ ha） （ 令和4年度） 430. 7 （ 令和5年度） 439. 0

団地面積に占める 輪作取
組割合（ ％） （ 令和4年度） 60. 5 （ 令和5年度） 62. 0

10a当たり の収量
( kg/10a) （ 令和4年度） 0. 0 （ 令和5年度） 180. 0

5 枝豆 団地加算 団地面積（ ha） （ 令和4年度） 350. 7 （ 令和5年度） 360. 0

耕畜連携取組面積（ ha） （ 令和4年度） 47. 1 （ 令和5年度） 59. 0

対象作物作付面積に占め
る取組割合（ ％） （ 令和4年度） 10. 9 （ 令和5年度） 12. 0

耕畜連携取組面積（ ha） （ 令和4年度） 1. 0 （ 令和5年度） 2. 0

対象作物作付面積に占め
る取組割合（ ％） （ 令和4年度） 4. 6 （ 令和5年度） 7. 4

8 新市場開拓用米
新市場開拓用米助
成

取組面積（ ha） （ 令和4年度） 133. 9 （ 令和5年度） 150. 0

複数年契約取組面積（ ha） （ 令和4年度） 106. 3 （ 令和5年度） 78. 8

複数年契約取組数量（ t ） （ 令和4年度） 628. 4 （ 令和5年度） 473. 6

作付面積（ ha） （ 令和4年度） 133. 9 （ 令和5年度） 150. 0

数量（ t） （ 令和4年度） 792. 8 （ 令和5年度） 877. 5

10
枝豆、 ねぎ、 ト マト 、
き ゅ う り 、 アスパラ ガ
ス、 ニラ

園芸作物助成（ 面
積拡大加算： 露
地）

前年から の拡大面
積（ ha）

（ 令和4年度） 39. 5 （ 令和5年度） 45. 0

10

ねぎ、 ト マト 、 きゅ う り 、 花
き （ ト ルコ ギキョ ウ、 アルス
ト ロメ リ ア、 スト ッ ク 、 き
く 、 ひまわり 、 フ リ ージア）
さ やいんげん

園芸作物助成（ 面
積拡大加算： 施
設）

前年から の拡大面
積（ ha）

（ 令和4年度） 2. 5 （ 令和5年度） 5. 0

11
ク ローバー、 ソ ルガム、 レ ン
ゲ、 えんばく 、 ヘアリ ーベッ
チ、 ひまわり 、 ク ロタ ラ リ ア

地力増進作物助成 作付面積（ ha） （ 令和4年度） ― （ 令和5年度） 1. 0

4 大豆 団地輪作加算

※ 必要に応じ て、 面積に加え、 当該取組によっ て得ら れるコ スト 低減効果等についても 目標設定し て下さ い。
※ 目標期間は３ 年以内と し てく ださ い。

6
飼料用米生産ほ場の稲
わら

耕畜連携助成（ わ
ら 利用）

7 飼料作物
耕畜連携助成（ 水
田放牧）

新市場開拓用米9 複数年契約加算

そば2 そば助成

3

６　課題解決に向けた取組及び目標

整理
番号

対象作物 使途名 目標
前年度（ 実績） 目標値

大豆 団地加算



７　産地交付金の活用方法の概要
都道府県名：山形県
協議会名：鶴岡市農業振興協議会

1 園芸作物助成（枝豆） 1 13,527 枝豆 作付面積に応じて支援

1 園芸作物助成（ねぎ等：露地） 1 18,877 ねぎ、トマト、きゅうり、アスパラガス、ニラ 作付面積に応じて支援

1 園芸作物助成（ねぎ等：施設） 1 26,440 ねぎ、トマト、きゅうり 作付面積に応じて支援

1 園芸作物助成（ねぎ等：施設）（二毛作) 2 26,440 〃 作付面積に応じて支援

1 園芸作物助成（花き・赤かぶ等：露地） 1 9,038
花き（トルコギキョウ、アルストロメリア、ストック、きく、フリー
ジア、ひまわり）、赤かぶ、キャベツ、山菜（わらび、ぜんま
い、行者にんにく、うるい）、さやいんげん

作付面積に応じて支援

1 園芸作物助成（赤かぶ等）（二毛作） 2 9,038 〃 作付面積に応じて支援

1 園芸作物助成（花き等：施設） 1 18,139
花き（トルコギキョウ、アルストロメリア、ストック、きく、フリー
ジア、ひまわり）、さやいんげん

作付面積に応じて支援

1 園芸作物助成（花き：施設）（二毛作） 2 18,139 〃 作付面積に応じて支援

1 園芸作物助成（なす等：露地） 1 5,226 キャベツ、なす、さといも、ミョウガ 作付面積に応じて支援

2 そば助成（基本助成） 1 15,000 そば 排水対策

2 そば助成（加算助成） 1 5,000 そば 土壌診断を踏まえた土づくり等

3 団地加算（大豆）1～2ha 1 5,300 大豆 団地化（1ha以上2ha未満）

3 団地加算（大豆）2ha～ 1 7,000 大豆 団地化（2ha以上）

4 団地輪作加算（大豆） 1 11,000 大豆 団地化（1ha以上）かつ前年度水稲作付

5 団地加算（枝豆） 1 2,600 枝豆 団地化（1ha以上）

6 耕畜連携助成（わら利用） 3 8,800 飼料用米生産ほ場の稲わら 畜産農家等と連携した稲わら利用

7 耕畜連携助成（水田放牧） 3 8,800 飼料作物 畜産農家等と連携した牛の放牧

8 新市場開拓用米助成 1 20,000 新市場開拓用米 出荷及び販売

9 複数年契約加算（新市場開拓用米） 1 10,000 新市場開拓用米 3年以上の複数年契約

10 園芸作物助成（面積拡大加算：露地） 1 9,000 枝豆、ねぎ、トマト、アスパラガス、ニラ、きゅうり 前年度から作付面積の拡大

10 園芸作物助成（面積拡大加算：施設） 1 90,000
ねぎ、トマト、きゅうり、さやいんげん、花き（トルコギキョウ、
アルストロメリア、ストック、 きく、ひまわり、フリージア）

前年度から作付面積の拡大

11 地力増進作物助成 1 20,000
クローバー、ソルガム、レンゲ、えんばく、ヘアリーベッチ、ひ
まわり、クロタラリア

作付面積に応じて支援

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等

単価
（円/10a）

対象作物
※３

取組要件等
※４


